
 議案第２号 

 

   かすみがうら市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す    

   る基準等を定める条例の制定について    

 

 かすみがうら市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す    

   る基準等を定める条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第４７条第１項第１号、第７９条第２項第１号並びに第８１条第１項及

び第２項の規定により、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する

基準等を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例で使用する用語は、法及び指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３８号）で使用する用語の例

による。 

 （指定居宅介護支援事業者の指定） 

第３条 法第７９条第２項第１号の規定により条例で定める者は、法人とする。 

 （基本方針） 
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第４条 指定居宅介護支援の事業は、要介護状態となった場合においても、そ

の利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日

常生活を営むことができるように配慮して行われるものでなければならない。 

２ 指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境

等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サー

ビスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行

われるものでなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用

者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供され

る指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の指定居宅サービス事業者等に

不当に偏することのないよう、公正かつ中立に行わなければならない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、市町村、地域包括

支援センター、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の７の２

に規定する老人介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護

予防支援事業者、介護保険施設、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５１条の１７第１項第

１号に規定する指定特定相談支援事業者等との連携に努めなければならない。 

 （介護支援専門員の員数） 

第５条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定に係る事業所（以下「指定居宅

介護支援事業所」という。）ごとに規則で定める員数の指定居宅介護支援の提

供に当たる介護支援専門員（以下単に「介護支援専門員」という。）を置かな

ければならない。 

 （管理者） 

第６条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに管理者を

置かなければならない。 

 （内容及び手続の説明及び同意） 
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第７条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、規則で定める重要事項を記載

した文書を交付して説明を行い、当該指定居宅介護支援の提供の開始につい

て当該利用申込者の同意を得なければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あら

かじめ、居宅サービス計画が第４条に規定する基本方針及び利用者の希望に

基づき作成されるものであること等につき説明を行い、理解を得なければな

らない。 

 （提供拒否の禁止） 

第８条 指定居宅介護支援事業者は、正当な理由なく、指定居宅介護支援の提

供を拒んではならない。 

 （基本取扱方針） 

第９条 指定居宅介護支援は、要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう

行われるとともに、医療サービスとの連携に十分配慮して行われなければな

らない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、自らその提供する指定居宅介護支援の質の評

価を行い、常にその改善を図らなければならない。 

 （設備及び備品等） 

第１０条 指定居宅介護支援事業者は、事業を行うために必要な広さの区画を

有するとともに、指定居宅介護支援の提供に必要な設備及び備品等を備えな

ければならない。 

 （秘密保持等） 

第１１条 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員その他の従業者は、正当

な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはな

らない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門
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員その他の従業者であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た利用

者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければ

ならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、サービス担当者会議（介護支援専門員が居宅

サービス計画の作成のために、利用者及びその家族の参加を基本としつつ、

居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者を召集し

て行う会議をいう。）等において、利用者の個人情報を用いる場合にあっては

利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合にあっては当該家族

の同意を、あらかじめ書面により得ておかなければならない。 

 （居宅サービス事業者等からの利益収受の禁止等） 

第１２条 指定居宅介護支援事業者及び管理者は、居宅サービス計画の作成又

は変更に関し、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員に対して特定

の居宅サービス事業者等によるサービスを位置付けるべき旨の指示等を行っ

てはならない。 

２ 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成又

は変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービス

を利用すべき旨の指示等を行ってはならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者及びその従業者は、居宅サービス計画の作成又は

変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービスを

利用させることの対償として、当該居宅サービス事業者等から金品その他の

財産上の利益を収受してはならない。 

 （苦情への対応） 

第１３条 指定居宅介護支援事業者は、自ら提供した指定居宅介護支援又は自

らが居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等に係る利用者又はそ

の家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情の処理の体制の整

備その他の必要な措置を講じなければならない。 
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 （事故発生時の対応） 

第１４条 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提

供により事故が発生した場合は、速やかに市町村及び当該利用者の家族等に

連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供によ

り賠償すべき事故が発生した場合には、速やかに、損害賠償を行わなければ

ならない。 

 （準用） 

第１５条 第４条から前条までの規定は、基準該当居宅介護支援の事業につい

て準用する。 

 （委任） 

第１６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

10


